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3-1 conservation easement の使われ方









4-7 純粋なフロー課税（yield exemption 方式と expensing 方式）
4-8 ま と め
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(2009年 9 月)。報告書は http://www.env.go.jp/nature/national-trust/conf_ncaco/rep0909.pdf


















1000 万円になっている時点で法人に寄付した場合，寄付者が 1 円も受け取っ
ていなくとも寄付者に 800 万円の譲渡所得6)が生じたものとして扱われる。こ








策税制の租税法学的考察――」国家学会雑誌 117 巻 11・12 号 1021頁，118 巻 1・2 号 1頁，3・
4 号 220頁，5・6 号 487 頁(2004-2005)。
）保有期間が 5年超か否か（所得税法 33 条）により，長期譲渡所得（譲渡所得の概ね半分が課
税所得に算入される，すなわち課税が軽くなる）として扱われるか短期譲渡所得（概ね通常通
り課税所得に算入される）として扱われるか（所得税法 22 条）という違いがある。




































研究 89 号 51頁(2006.1)。
裁判例として，東京地判平成 12年 5 月 22 日税務訴訟資料 247 号 730頁・東京高判平成 12年
12 月 21日訟務月報 48 巻 6 号 1546 頁・最高裁平成 13年 7 月 17 日上告不受理決定，評釈とし
て渡邉幸則「公益法人の寄付非課税に関する事業供用要件の意義」ジュリスト 1221号 178 頁
(2002)（所謂佐川急便事件・京都地判平成 12年 11月 20日平成 11 年(行ウ)18 号も扱われてい
るが判例集未登載）等参照。













































る。例えばかつて 200 万円で購入した土地が時価 1000 万円になっている時点
で寄付した場合，寄付した法人は 800 万円の譲渡益を益金に算入する（もしく
は，1000 万円を益金に算入し，200 万円を損金に算入する）こととなる。この際，
寄付した法人は 1000 万円相当の資産を失ったのであるから，別途 1000 万円の
損金（法人税法 22 条 3項）を計上できないかという問題が生じる。そして，寄
付については法人税法 37 条が，原則として法人の所得・資本規模等によって
決まる損金算入限度額15)の範囲においてのみ，損金に算入することを許容し








寄付を受けた側の法人については，受贈した資産の時価が法人税法 22 条 2
項により益金に算入されるのが原則である。しかし，法人税法 4 条 1項但書に
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14）所謂南西通商株式会社事件・最判平成 7年 12 月 19 日民集 49 巻 10号 3121頁より抜粋――
「資産の無償譲渡も収益の発生原因となる」。「反対給付を伴わないものであっても，譲渡時にお
ける資産の適正な価額に相当する収益があると認識すべき」。
15）法人税法施行令 73 条 1項により，概ね，((資本金等の額の 0.25％)＋(所得の 2.5％))÷ 2と
される。
16）非常に規模が大きい法人であって損金算入限度額が潤沢である場合は，800 万円の譲渡益の
益金計上と 1000 万円相当の土地全額についての寄付金損金算入の結果として，200 万円の課税
所得減となるであろう。






























18）法人税法 2 条 6 号により「公益法人等 別表第二に掲げる法人をいう。」とされる。
19）法人税法 2 条 13 号により「収益事業 販売業，製造業その他の政令で定める事業で，継続し
て事業場を設けて行われるものをいう。」とされ，法人税法施行令 5 条が 34 業種を挙げている。
20）例えば宗教法人が檀家・信者等から寄付・喜捨金等を受け取った場合，宗教法人は法人税が
課されない。しかし宗教法人が駐車場を営業（法人税法施行令 5 条 1項 31号）して収入を得た
場合には法人税が課される。或る事業が宗教法人の収益事業に含まれるか否か争われた興味深
い事例として，所謂ペット葬祭業事件・最判平成 20 年 9 月 12 日判時 2022 号 11頁があり，ペ
ット葬祭業は収益事業に当たると判断された。尤も，回向院事件・東京高判平成 20 年 1月 23
日平成 18年(行コ)112 号(判例集未登載)では地方税法 348 条 2項 3 号「境内建物及び境内地」
による固定資産税非課税の範囲が問題となり，ペットの遺骨保管場所について固定資産税非課
税を認めなかった東京地判平成 18年 3 月 24 日平成 17年(行ウ)52 号を覆し納税者勝訴とした。
法人税と固定資産税とで課税の範囲が異なる可能性があることに留意する必要がある。



























が充実している。The Nature Conservancy によれば，ざっくり言って，（1）
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24）註 2）報告書の 10-11頁及び 18-19 頁参照。
25）http://www.nature.org/aboutus/howwework/conservationmethods/privatelands/conserva-
tioneasements/
















3-2 conservation easement の税制上の優遇
税制はどう動いてきたかを概観しよう。
IRC（Internal Revenue Code：内国歳入法典）170条が慈善寄付控除について
規定しており，IRC § 170 (h)が適格保全地役権寄付（Qualified conservation
contribution）について規定している。「qualified conservation contribution」
は，適格不動産の権能（a qualified real property interest)33)を適格組織（a qual-
ified organization)34) に専ら環境保全目的で（exclusively for conservation
purposes)35)寄付することと定義している。この IRC § 170 (h)の要件を満た















33）更に詳しい定義は IRC § 170 (h)(2)参照。
34）更に詳しい定義は IRC § 170 (h)(3)参照。
35）更に詳しい定義は IRC § 170 (h)(4)及び(5)参照。
おいて，寄付した地価の所得控除を，納税者の所得額の 30％まで認めるもの
であり，5 年間の繰越が可能であった。また，1981 年には UCEA（Uniform
Conservation Easement Act）が 1州を除く全州で採択された。
更に，1997年の Taxpayer Protection Act により，IRC § 2031(c)が創設さ
れ，連邦相続税において地価の 40％が課税財産から（50 万ドルを上限として）
除外されることとなった。
そして 2006年の GeorgeW. Bush 時に制定された Pension Protection Act に























37）吉村政穂より Erin B. Gisler, Land Trusts in the Twenty-First Century: How Tax Abuse and
Corporate Governance Threaten the Integrity of Charitable Land Preservation, 49 Santa Clara





















37 条に特則を設け全額損金算入するとしても 22 条 2項で益金算入とされてい
立教法学 第 81号（2011)
224（33）









所有法人とナショナル・トラスト等とが conservation easement に類する契約・紳士協定等を





























39）所謂清水惣事件・大阪高判昭和 53年 3 月 30日高裁民集 31巻 1号 63 頁より抜粋――「資産
の無償譲渡，役務の無償提供は，実質的にみた場合，資産の有償譲渡，役務の有償提供によっ
て得た代償を無償で給付したのと同じである」。所謂旧相互タクシー事件・最判昭和 41 年 6 月
24 日民集 20巻 5号 1146 頁，金子宏『租税法』265-266 頁(15版，弘文堂，2010)等参照。この
二段階説が（解釈論上或いは立法論上）どこまで及ぶべきかについて学説上議論がない訳では




























円，時価 1000 万円，含み益 800 万円，税率 40％の場合，開発業者に時価で土
地を売れば，元土地所有者の手元に 680 万円（=1000 万−(800 万×40％)）残
立教法学 第 81号（2011)
222（35）
















































42）時価で譲渡した場合の譲渡益課税後の手元に残る額である 680 万円と比べ，20 万円得してい
るため。
43）時価 1000 万円と比べ，300 万円だけ安く土地を入手できているため。
44）700 万円で譲渡した場合に（註 41）の南西通商株式会社事件のように）800 万円の含み益が
実現したものとして扱うのではなく，含み益の実現が 500 万円にとどまるとし，元の土地所有
者に 500 万×40％=200 万円の税を課すにとどめる，という程度の優遇措置であれば，国庫の
観点からもそれほど違和感は強くないと想像される。含み益の実現が 500 万円にとどまるとの




うか。例えば，取得費 200 万円，時価 1000 万円，借地権割合 7 割の場合，紳
士協定によって土地の 7 割の権能が移転したものと擬制し，含み益の 7 割だけ
が認識されるということであれば，すなわち益金算入される譲渡益が 560 万円














際に未認識であった含み益部分 240 万円（=1000 万−(700 万+200 万×3 割)）
が譲渡益として益金に算入されることとなろう45)。なお，紳士協定解消時の
土地の時価が値上がりしている場合，例えば時価 3000 万円である場合，戻っ




45）取得費 200 万円の土地を時価 1000 万円で譲渡した場合，800 万円の譲渡益が実現する。
取得費 200 万円の土地の時価が 1000 万円である時点でその 7 割を寄付し，560 万円の譲渡益
が実現したと擬制され，700 万円の損金が計上されたのち，7 割の寄付が解消され 700 万円の益
金が計上されたという場合，その後で時価 1000 万円で売却した時点で a円の譲渡益を計上する
ことにより合計で 800 万円の譲渡益が計上されるということでなければ，取得費 200 万円の土
地を時価 1000 万円で譲渡した場合と辻褄が合わない。つまり，800 万=560 万−700 万+700 万
+aということであり，a=240 万円である。これは言い方を変えると，7 割の寄付の時点にお
いて取得費 200 万円のうち取得費としてカウントされていなかった 3 割の部分を，7 割の寄付
が解消された時点の 700 万円の益金計上とともに取得費に加算すればよい，ということである。
1000 万−(700 万+200 万×0.3)=240 万ということである。


















（あ) conservation easement に類する契約・紳士協定について，仮に土地
所有法人が何も経理処理しないということが認められるとすると，益金 0，損
金 0ということになる。
（い) conservation easement に類する契約・紳士協定について，仮に賃料
ナショナル・トラストその他の環境保全団体等への寄付に係る優遇税制の設計（浅妻章如）
219（38）
46）取得費 200 万円の土地を時価 3000 万円で譲渡した場合，2800 万円の譲渡益が実現する。
取得費 200 万円の土地の時価が 1000 万円である時点でその 7 割を寄付し，560 万円の譲渡益
が実現したと擬制され，700 万円の損金が計上されたのち，時価が 3000 万円になった時点で 7
割の寄付が解消され 2100 万円の益金が計上されたという場合，その後で時価 3000 万円で売却
した時点で bの譲渡益を計上することにより合計で 2800 万円の譲渡益が計上されなければな
らない。つまり，2800 万=560 万−700 万+2100 万+bということであり，b=840 万円であ
る。これは言い方を変えると，7 割の寄付の時点において取得費 200 万円のうち取得費として
カウントされていなかった 3 割の部分を，7 割の寄付が解消された時点の 2100 万円の益金計上








（う) conservation easement に類する契約・紳士協定を締結せず，土地保
有法人が土地を（ナショナル・トラスト等に対してではなく通常の業者に対して）















利子分（例えば 1000 万円の元本について通常利子率が年 10％であるならば通常利
子分年 100 万円）を得る筈であると考えられている47)。つまり，遊休金銭につ































ろ，優遇として寄付の損金算入を認めるとすると，【益金 100 万円，損金 100
万円】となる。（え）と比較すると，【損金 100 万円】の部分が優遇となってい
る。
（お)ʼ 機械についてナショナル・トラスト等と conservation easement に類
する契約・紳士協定を締結するとなると，その実際の内容は機械の使用貸借契
約ということになろう。優遇として通常の賃料相当額（例えば 100 万円）の寄
付の損金算入を認めるとすると，【益金 100 万円，損金 100 万円＋減価償却費】
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(a) 税引前所得 1667万円（税率 40％→税額 667万円）のうち 1000 万円で購
入した土地から，毎年 100 万円の賃料を得るとする。この場合，購入時の
1000 万円を損金不算入とする一方で，毎年の賃料の 100 万円は益金不算
入となる。
(b) 上のように 1000 万円で購入した土地を遊ばせておくとする。購入時損
金不算入である一方で，その後益金計上がない。結局これは(a)と同じで
ある。
(c) 上のように 1000 万円で購入した土地についてナショナル・トラスト等
に年当たり 100 万円で賃貸し，受取賃料をナショナル・トラスト等に寄
付することについて，優遇を認めるとする。購入時損金不算入は変わらな
い。賃料 100 万円の益金不算入である一方で，寄付金 100 万円の損金算入
が優遇として認められる。これは(a)及び(b)と比べて経済的効果として
優遇となっている。
(d) 上のように 1000 万円で購入した土地についてナショナル・トラスト等






(e) 税引前所得 1667万円のうち 1000 万円で購入した土地から，毎年 100 万
円の賃料を得るとする。購入時に 1000 万円の損金算入が認められるので，
課税所得 667万円となり，税率 40％の下で税額は 267万円となる。賃料
の 100 万円は毎年益金に算入される。
(f) 上のように 1000 万円で購入した土地を遊ばせておくとする。購入時の
1000 万円が損金に算入される一方で，その後益金計上がないということ
になる。これは(e) と異なり納税者にとって有利である。








(h) 上のように 1000 万円で購入した土地についてナショナル・トラスト等
と conservation easement に類する契約・紳士協定（使用貸借）を結ぶこ
とについて，通常賃料相当額の寄付としての優遇を認めるとする。購入時
















(d) 購入時の税額は 667 万円である。寄付時に毎年 100 万円の損金算入
（40％の税額減）が認められているところ，これが永遠に続くとすれば，
（割引率年 10％という想定であるならば）寄付に関する税額減の割引現在価
値は 400 万円である。すなわち，合計の税額は 667万−400 万=267万円
である。
















か，yield exemption 方式か，expensing 方式かによって変わりうる，という
まとめ方をせざるを得ない。
このようにまとめると，土地を金銭に近づけて扱うべきか機械に近づけて扱
うべきかについて，確固たる答えは見出しがたい，という悲観的な見通しも告
白せねばならないであろう。
現行法人税制のフロー課税において，寄付した部分（土地所有者が使用・収
益を控えるというフローの喪失）を単に損金算入とするだけでは，4-2及び 4-6
において見たように，経済的効果として優遇にならない。それは，優遇措置を
講じない場合の参照基準が既に課税の軽い状態であるからである。しかし，
4-6で見たように，遊ばせている状態の土地についても常にフル活用の状態
（金銭を銀行に預けて最低でも預金利子分の果実を得るという状態と並べられる状
態）を想定し当然のものとすることには，現実感がない。政策としてナショナ
ル・トラストなどへの寄付を優遇する必要があるという国民的合意があるなら
ば，【優遇措置を講じない場合の参照基準が既に課税の軽い状態である】とい
う説明には誰も納得しないであろう（優遇するという政策判断は，現状の資源配
分から変えるべきであるという政策判断であろうからである）ことからすると，優
遇措置を講ずる際には，優遇がない場合の参照基準と比較する，という段階を
も超えた考察が要請されるというまとめになる。
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